（第９号様式）
（元号）　　年　　月　　日

　茨城県知事　　　　　　　殿

設置者名　　
所在地　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　

保育所の規模構造変更届


　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で認可された（設置の届出を行った）保育所の建物その他設備の規模及び構造並びにその図面を下記のとおり変更するので，児童福祉法施行規則第３７条第６（４）項により関係書類を添えて届け出ます。

記

１　保育所の名称及び所在地
　　名称　　
　　所在地　　

２　変更の内容






３　変更の理由






４　添付書類
（１）規模構造変更調書（別紙９）
（２）最低基準調書（別紙１０）
（３）配置図及び平面図（建築士等の作成した図面であること。配置図には屋外遊戯場を表示し，平面図には各部屋ごとに面積を表示すること。）
（４）建築基準法の規定による建築確認申請書の写し（同法の適用を受ける場合に限る。）


（別紙９）
規　模　構　造　変　更　調　書

１　建物
（単位：㎡）
	内訳
室名
	既存面積
	減少面積
	増加面積
	合計（届出面積）

	
	室数
	面積
	室数
	面積
	室数
	面積
	室数
	面積

	










	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	

	備　　考
	



２　土地
（単位：㎡）
	
	既存面積
	減少面積
	増加面積
	合計（届出面積）

	建築面積
	
	
	
	

	屋外遊戯場
	
	
	
	

	駐　車　場
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


　
３　工事完了（予定）日　
　　　　　　年　　月　　日
４　工事に要した金額
　　　　　　　　　　　　　　　円（当該工事に係る予算書を添付すること。）

（別紙１０）
最　低　基　準　調　書（規模構造変更届用）

１　定員（認可定員）　　　　人

	区分
	乳児
	満３歳に満たない幼児
	満３歳以上の幼児
	計

	
	０歳児
	１歳児
	２歳児
	３歳児
	４歳児
	５歳児
	

	認可定員
	
	
	
	
	
	
	

	利用定員
	
	
	
	
	
	
	

	利用児童数
	
	
	
	
	
	
	


※「利用児童数」については、届出提出時に受入れている人数を記載すること。

２　建物の構造
（１）建　物
	構造
	
	耐火構造
	

	階数
	
	整備資金
	

	延べ面積
	
	
	


　
※自己所有以外の場合には，以下に記載すること。
	契約形態
	
	相手方
	

	期間
	
	賃料
	



（２）設　備
	室　名
	適合状況
	室数
	延床面積
	最低基準面積等

	乳児室
	
	
	㎡
	

3.3㎡ ×２歳未満児定員数　 人＝　　　㎡


	ほふく室
	
	
	㎡
	

	小計
	（適・否）
	
	㎡
	

	保育室
	
	
	㎡
	
保育室又は遊戯室を２階以上に設ける場合（適・否）
保育室又は遊戯室を3階以上に設ける場合（適・否）



1.98㎡×２歳以上児定員数　人＝　　　㎡


	
内
訳
	２歳児室
	
	
	㎡
	

	
	３歳児室
	
	
	㎡
	

	
	４歳児室
	
	
	㎡
	

	
	５歳児室
	
	
	㎡
	

	遊戯室
	
	
	㎡
	

	小計
	（適・否）
	
	㎡
	

	調理室
	
	㎡
	調理員専用便所（有・無）

	医務室
	
	㎡
	

	調乳室
	
	㎡
	

	沐浴室
	
	㎡
	 沐浴設備（有・無）

	一時保育用保育室
	
	㎡
	

	子育て支援室
	
	㎡
	

	放課後児童健全育成事業室
	
	㎡
	

	事務室
	
	㎡
	

	児童用便所
	
	㎡
	便器数（大：　　　小：　　　）

	職員休憩室
	
	㎡
	保育士休憩室（有・無）
 調理員休憩室（有・無）

	
	
	㎡
	

	その他
	
	㎡
	

	合計
	
	㎡
	


 　※乳児室，ほふく室，保育室，遊戯室については，有効面積を記載すること。
※乳児室、ほふく室、保育室については各部屋で受け入れる人数ごとに面積基準を満たすこと。
[bookmark: _GoBack]　 ※廊下や倉庫等、個別の項目に含まない面積については、「その他」へ記載し、合計面積を６（１）延べ面積と一致させること。
	
３　土地の状況
（１）面積
	建築面積
	　　　　㎡
	

	屋外遊戯場
	　　　　㎡
	3.3㎡×２歳以上児定員数　　人＝　　　㎡（適・否）

	駐　車　場
	　　　　㎡
	保護者用駐車場　　　台

	そ　の　他
	　　　　㎡
	

	合　　　計
	　　　　㎡
	



（２）所有形態
	用途
	所在地
（市町村，大字，地番）
	地目
	面積(㎡）
	所有者名
	取得方法
	取得時期

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


　　※自己所有以外の場合には，取得方法欄に，契約形態（賃貸借，地上権等）を記載し，取得時期欄に，契約期間及び賃借料を記載すること。
　　※（１）と（２）の合計面積は原則として一致させること。







